
山梨県老人医療費支給事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 知事は老人の健康の保持と明るい老後を築くため、市町村長が行う老人医療費支給事業に要す

る経費に対して補助金を交付し、老人福祉の増進を図るものである。 

  補助金の交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。）に定めるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義・対象） 

第２条 この要綱において「医療保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

（２） 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

（３） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

（４） 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

（５） 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

（６） 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

２ この要綱において「対象者」とは、県内に住所を有する者であって、医療保険各法による被保険者、

組合員若しくは加入者又はこれらの者の被扶養者のうち、６８歳の誕生日の属する月の初日から７０

歳に達する日の属する月の末日までの年齢の者であり、かつ、その世帯に属するすべての世帯員が医

療費の助成に係る療養のあった月の属する年度（当該療養のあった月が４月から７月までの場合にあ

っては前年度）分の市町村民税（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３２８条の規定によって

課する所得割を除く。）が課されない場合の者をいう。ただし、高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０号）第５０条第１項第２号の規定により医療が行われる者を除く。 

３ この要綱において「医療保険各法に規定する一部負担金」とは、対象者に係る医療費（食事療養に

係るものを除く。）のうち、医療保険各法の保険給付を受けた場合に対象者が負担すべき額（医療保

険各法の規定に基づく高額療養費が給付される場合又は他の法令により医療費の給付を受ける場合

は、当該給付額を除く。）をいう。 

４ この要綱において「高齢者の医療の確保に関する法律に規定する一部負担金相当額」とは、高齢者

の医療の確保に関する法律第６７条第１項第１号の規定の例により算定した一部負担金に相当する

額（訪問看護に係る療養の場合は、同法第７８条第４項の規定の例により算定した一部負担金に相当

する額）をいう。ただし、当該一部負担金に相当する額が同法第８４条の規定に該当する場合は、知

事が別に定める額とする。 

 

（補助対象経費及び補助率） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、市町村が対象者に係る医療保険各法に規定する一部負担金

（当該医療費に対する附加給付金がある場合はその額を控除した額）から高齢者の医療の確保に関す

る法律に規定する一部負担金相当額を控除した額を支給したとき、当該支給額とする。 

２ 補助対象経費に対する補助率は、２分の１とする。 

 

（交付申請） 

第４条 この補助金に係る申請については、第１号様式により、毎年３月１５日までに知事に提出して



行うものとする。 

 

（補助の条件） 

第５条 この補助金に係る助成金の支給を中止し、又は支給内容及び支給方法について変更しようとす

るときは、知事の承認を受けるものとする。 

２ この補助金に係る予算及び決算との関係を明らかにした帳簿、その他証拠書類を整理し、当該年度

完了後５年間保管しなければならない。 

 

（交付の方法） 

第６条 この補助金の交付は概算払いとすることができるものとし概算払いを受けようとするときは、

第２号様式による概算払請求書を知事に提出するものとする。 

 

（変更交付申請） 

第７条 この補助金の所要額に変更が生じる場合は、第３号様式による変更交付申請書を知事に提出し

なければならない。 

 

（事業実績報告） 

第８条 この補助金についての事業実績報告は、第４号様式により毎年３月３１日までに知事に提出す

るものとする。 

２ 前項の規定により実績報告書の提出があった場合において補助金の所要額に増減を生じたときは、

前条の規定に準じて補助金の交付の決定を変更することができる。この場合においては、当該実績報

告書をもって変更申請書とみなす。 

 

（状況報告） 

第９条 市町村長は、第５号様式により毎診療月分の老人医療費請求状況報告書入力表を作成し、毎診

療月分を診療月の翌々月の２０日までに知事に提出するものとする。 

 

（補助金の交付の決定の取消し等） 

第１０条 知事は、市町村が次の各号の一つに該当するときには、補助金の交付の全部又は一部を取り

消すことができる。 

 （１） 補助金の交付について付した条件に違反したとき。 

 （２） 事業の施行方法が不適当と認められるとき。 

２ 知事は、前項の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、当該取消しに係る部分につ

いて、すでに補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

３ 知事は、第８条の規定による事業実績報告書に基づき、補助金の額の確定をした場合において、す

でにその額を越える補助金が概算払いで交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるも

のとする。 

 

（年度区分） 

第１１条 この補助金の交付の対象となる助成金の年度区分は、当該助成金の４月支給決定分から３月

支給決定分までとする。 



 

   附 則 

（適用日） 

１ この要綱は昭和５５年４月１日から適用する。 

（補助金交付申請書の提出期限に関する特例） 

２ 昭和５５年度の補助金交付申請書の提出期限は、第４条の規定にかかわらず昭和５５年４月５日と

する。 

（失効） 

３ この要綱は、平成２５年３月３１日（以下「失効日」という。）限り、その効力を失う。 

（経過措置） 

４ 失効日以前に行われた診療等に係る医療費については、なお従前の例による。 

５ 附則第３項の規定にかかわらず、対象者（昭和２０年３月３１日までに生まれた者に限る。）であっ

て、対象者であることについて市町村長が認めたことを証する書面を有するものが失効日の翌日から

平成２７年３月３１日までの間に受ける診療等に係る医療費については、なお従前の例による。 

６ 市町村長が附則第４項及び前項の規定によりなお従前の例によることとされた医療費（診療等を受

けた日から起算して２年を経過する日の前日までに当該市町村長に対しこの補助金に係る助成金の交

付の申請があった医療費に限る。）をこの補助金に係る助成金の対象とした場合における当該補助金に

係る申請は、平成２９年３月３１日までに行わなければならない。この場合において、平成２８年度

の補助金に係る申請に対する第４条の適用については、同条中「毎年３月１５日」とあるのは、「平成

２９年３月３１日」とする。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和５８年２月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和５８年１０月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和５９年４月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、昭和６１年１０月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、昭和６２年１０月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、昭和６３年１０月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成元年１０月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 



 

附 則 

 この要綱は、平成２年１０月１日から施行し、同日以降の医療に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成４年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成５年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成６年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成７年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成８年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成９年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１０年１月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１０年１０月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１３年１月１日から施行し、同日以降の診療等に係る医療費について適用する。た

だし、第１条及び第３条中厚生大臣を厚生労働大臣に改める規定については平成１３年１月６日から施

行する。 

 

   附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の山梨県老人医療費支給事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日

（以下「施行日」という。）以後に行われる診療等に係る医療費について適用し、施行日前に行われ

た診療等に係る医療費については、なお従前の例による。 

３ 昭和１０年４月２日から昭和１５年３月３１日までに生まれた者であって施行日の前日においてこ

の要綱による改正前の山梨県老人医療費支給事業補助金交付要綱第２条第２項に定める要件を満たし

受給者証の交付を受けている者については、同項の規定は、施行日からその者が７０歳に達する日の

属する月の末日までの間であって同項に定める要件を満たしている間は、なお効力を有する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２４年８月２０日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 

 


